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１．はじめに
サイクル機構と米国エネルギー省（Department

of Energy : DOE）は「保障措置及び核不拡散の
ための核物質管理と計量管理方法に関する研究開
発協力協定｣の下で、遠隔監視技術の核不拡散分
野への適用についての研究を平成 8 年度から共同
で行っている。
遠隔監視技術は、新しい保障措置の効率化策の

一つとして注目されている技術であり、IAEAが
中心となって精力的に技術開発を行っている。サ
イクル機構とDOEは、本技術を、保障措置技術

という観点にとらわれずに、より広い観点から捉
え、原子力平和利用の透明性を向上させる技術的
手段と考えて共同研究を実施してきた。
本報告は、大洗工学センター高速実験炉「常陽」

の関連施設を利用して行っている遠隔監視システ
ム（以下、「常陽」遠隔監視システム）の技術開
発及び核不拡散分野への適用についての考察を報
告するものである。
なお、本報告で述べるシステムの基本設計は、

米国エネルギー省サンディア国立研究所（Sandia
National Laboratories：SNL）が行っており、シ
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ステム本体は、「常陽」の関連施設に設置してい
る。またデータの取得と分析、遠隔監視機器類の
調整は、大洗工学センターの照射施設運転管理セ
ンター・照射管理課が実施し、全体計画の取りま
とめと本技術の核不拡散分野への適用についての
検討を国際・核物質管理部核不拡散対策グループ
が実施している。

２．「常陽」遠隔監視システムの開発経緯
「常陽」遠隔監視システムの開発は、平成 8 年
度に第｡ 期を開始し、現在、第Ⅱ期の開発を実施
中である。本システムは、資金的に負担の大きな
個々のセンサや機器類の製作は極力避け、市場に
おいて安定した動作性能が確認されている製品
（ソフトウエアを含む）を使用し、技術のみなら
ず経済性にも優れたシステムを作りあげることを
開発コンセプトとしている。各期の開発内容は以
下のとおりである。
なお、第Ⅱ期終了後の平成12年度からは、デー

タの核不拡散分野への適用という観点から、遠隔
監視によって得られるデータの処理・解析方法に
ついて、本システムが収集するデータを参考にし
て検討を行っていく予定である。現在、研究内容
の詳細は、サイクル機構とDOEとの間で協議中
である。

２.１　第Ⅰ期（平成8年度～9年度）
「常陽」の付属施設である使用済燃料貯蔵施設
にγ線センサ、中性子センサ、モーションセンサ、
ビデオカメラ、データ収集用コンピュータを設置
し、これらをネットワークで接続して、データ収
集システムを構成している1), 2)。データの評価は、
大洗工学センター、動燃東京本社（当時）、SNL
の各々のコンピュータから、一般電話回線を利用

して、データ収集コンピュータにアクセスして行
った。平成 8 年 7 月に機器類の設置を開始し、そ
の後､平成10年 6 月までに各種の動作試験及び
1,000枚以上の画像を含むデータ収集を行った
（図 1 ）。

２.２　第Ⅱ期（平成10年度～11年度）
第｡ 期に使用済燃料貯蔵施設に設置したセンサ

類の交換及び新センサの追加を行うとともに､新た
に新燃料貯蔵室にもセンサ類の設置を行った3), 4)。
新たに加えたセンサ類は、磁気変化センサ（ドア
開閉センサ）、赤外線センサ、新型ビデオカメラ
（NTVision：以下、NTビジョン）である。また中
性子センサとγ線センサをステンレス性円筒容器
内に収納し、これを使用済燃料貯蔵プール内に懸
架して水中での使用済燃料の移動を監視する手法
も取り入れている。
両施設内には、データ収集コンピュータを別々

に設置し、各センサ類とデータ収集コンピュータ
をネットワークで接続している（図 2 ）。本シス
テムは、インタネットによるアクセスを前提に構
成しており、技術的には外部からインタネットに
よるアクセスも可能となっている。平成11年6月
中旬に機器類の設置を行い、現在、動作試験とデ
ータ収集を継続中である。

３．「常陽」遠隔監視システムの構成
３.１　概要
第Ⅱ期の「常陽」遠隔監視システムは、SNLが

開発した物質監視システム（Material Monitoring
System：MMS）を基本として、大洗工学センタ
ーの「常陽」関連施設における遠隔監視適用試験
用にサイクル機構とSNLが共同で開発したもので
ある。

図１　第｡ 期に構築した「常陽」遠隔監視システム構成図
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SNLが基本設計を行った物質監視システム
（MMS）は、①データ収集コンポーネント（Data
Collection Component：DCC）、②データ保管コ
ンポーネント（Data Storage Component：DSC）
及び③データ配信コンポーネント（D a t a
Dissemination Component：DDC）からなる。
「常陽」遠隔監視システムでは、①データ収集
コンポーネントのセンサ類は使用済燃料貯蔵施設
と新燃料貯蔵室に設置しており、データ収集用コ
ンピュータは、使用済燃料貯蔵施設の制御室に 1
台及び新燃料貯蔵室内に 1 台との計 2 台を設置し
ている。②データ保管コンポーネントは、使用済
燃料貯蔵施設の制御室に、③データ配信コンポー
ネントは、照射施設運転管理センター・照射管理
課居室に設置している。

３.２　データ収集コンポーネント（DCC）
DCCは、Local Operating Network（LON）の

ノード（node）に接続された各種のセンサ、デー
タロガー（米国IEC社製：Intelligent Technology
Corp.）及びコンピュータからなる。データロガ
ーは、センサ類からのデータを収集し、DCCの
コンピュータにデータの転送を行う。DCCのコ
ンピュータは、可変設定可能な一定時間毎及びセ
ンサの測定値が一定強度を超えた場合には逐次、
コンピュータ内部に一時的なデータ保管を行い、
その後データ保管コンポーネント（DSC）に転送
する働きを行う。DCCからDSCへのデータ転送

は、構内LANを使用するため構内LANの回線状況
の影響を受ける可能性が考えられる。このことか
らDCCは、回線の過密状態が長期間続くことに
よるDSCへのデータ転送に問題が生じないよう
に、長時間スタンドアロン状態でデータ収集を行
うことが可能となっている。また、不測の電源供
給遮断に備え無停電装置もコンポーネント内に装
備している。「常陽」遠隔監視システムは 2 セッ
トのDCCで構成され、それぞれが使用済燃料貯
蔵施設の制御室と新燃料貯蔵室に設置され、遠隔
監視データの収集を行うようになっている。
⑴ 使用済燃料貯蔵施設内のセンサ類
使用済燃料貯蔵プールにキャスクを出し入れす

る際に開閉を行うハッチ扉の外側両脇に 2 台のγ
線センサを設置している。これによりキャスクに
収納された使用済燃料の搬出入を監視する。各々
のγ線センサは、2 対のNaIクリスタル（直径3イ
ンチ、厚さ 1 インチ）を並列に連結して感度を高
めるとともに、後方及び側面を鉛で遮蔽して指向
性を高めている。
使用済燃料貯蔵プール全体を監視できる位置に

デジタルビデオカメラ（Digital Camera Module
：DCM－14）1 台を設置し、貯蔵プール周辺の動
きを監視している。貯蔵プール周辺には、4台の
モーションセンサを設置しており、これらのうち、
いずれかが動作を検知した場合には、DCM－14に
信号を送り、DCM－14は画像の取り込みを行う。
取り込まれた映像は、デジタル信号としてRS485

図２　第Ⅱ期に構築した「常陽」遠隔監視システム構成図
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によりDCCコンピュータに転送される。また、
DCM－14は、作動状態の確認のために、モーショ
ンセンサの検知に関係なく12時間毎に 1 画像を
DCCコンピュータに転送する設定を行っている。
第Ⅰ期の「常陽」遠隔監視システムの構成では、
防水処置を施した中性子センサを使用済燃料貯蔵
プール内に懸架して貯蔵プール内の使用済燃料集
合体の移動を監視していた。ところが、中性子セ
ンサ本体への水の浸入のためと考えられる測定異
常が時折見られた。このことから、第Ⅱ期のシス
テムでは、より水密性を高めた、高さ約60cm、
直径約30cmのステンレス製円筒容器にγ線セン
サ、中性子センサ、A／D変換器及びLON関連の
機器類を収納し、密封後に貯蔵プール内の深度約
4.6ｍに懸架する方法をとっている。これにより、
以前みられた測定異常はみられなくなっている
（写真 2 ）。
⑵ 新燃料貯蔵室内のセンサ及び監視カメラ
新燃料貯蔵室では、外部から貯蔵室へ新燃料を

搬入するための搬入口にブレークビームセンサを

設置し、新燃料の搬出入を監視するようにしてい
る。また貯蔵室の出入扉の上部には磁気変化セン
サ（ドア開閉センサ）を設置し、人の出入り等に
よる扉の開閉を監視している。貯蔵室内の側壁に
は赤外線センサや中性子センサを設置し、貯蔵ピ
ット上の人間及び新燃料の動きを監視している。
施設内の全体を見渡すことが可能な位置にはビ

デオカメラ（NTビジョン）を設置し、画像による
監視を行うようにしている。NTビジョンは、米
国エネルギー省ロスアラモス国立研究所が開発し
たビデオカメラシステムで、カメラによって取り
入れた画像をデジタル信号に変換し、ビデオカメ
ラ内部のメモリーに一時的に保管し、メモリー上
で前の画像と現在の画像の比較を行い、変化が認
められる場合のみ画像の取り込みを行う機能を持
っている。これによってビデオ画像を取り込む場
合に、モーションセンサとの連動を考慮する必要
がなくなり、システム構成の簡素化が可能となっ
ている。現在のところ、NTビジョンは独立して

写真１　使用済燃料貯蔵施設トラックヤードに
取り付けたγ線センサ１１１

写真２　中性子センサとγ線センサを収納した
ステンレス製円筒（写真中央）

写真３　新燃料貯蔵室に設置した中性子センサ
（写真右上の円筒容器）

図３　｢常陽」使用済燃料貯蔵施設内遠隔監視用
センサ類配置図　　　　　　　 １
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構内LAN（Local Area Network）に接続しており、
DSCコンピュータは、構内LANを使ってNTビジ
ョンへのアクセスを行う。
平成11年度中には、新燃料貯蔵室の新燃料貯蔵

ピットに封印センサを設置し、貯蔵ピットの開封
を遠隔で監視する予定である。これは、封印を取
り外した際に信号を915MHz帯の微弱電波によっ
て受信機に送信するものであり、信号を受け取っ
た受信機は、RS232Cを通してDCCに信号を転送
するようになっている。

３.３　データ保管コンポーネント（DSC）
データ保管コンポーネント（Data Storage

Component：DSC）は、DCCコンピュータから
転送されるデータの受け取りを行うボードとデー
タ保管を行うコンピュータからなる。システム構
成上、DSCのコンピュータから各センサへの直接
のアクセスは不可能となっているが、DCCコン
ピュータ内に一時的に保管されているデータには
アクセスが可能である。

３.４ データ配信コンポーネント（DDC）

データ配信コンポーネント（Data Dissemination
Component：DDC）は、標準FTP（File Transfer
Protocol）を使ってイーサネット（Ethernet）経
由でDSCとのデータの交換を行う。また、遠隔監
視データのデータ評価を行う場合にはサーバーと
してデータ配信の機能を果たす。第｢ 期の「常陽」
遠隔監視システムでは、ファイヤーウォールの内
側にDDCコンピュータを設置しており、外部か
らのアクセスは不可能となっている。しかしなが
ら、サイクル機構イントラネットでは、指定され
たユーザーは、インタネットブラウザを使用して
アクセスすることが可能である。

４．「常陽」遠隔監視システムの実例
第Ⅱ期の「常陽」遠隔監視システムは、施設内

に機器類の設置が終了した平成11年 6 月中旬から
データの取得が可能となっている。平成11年 6 月
30日、「常陽」での使用のために炉心燃料集合体
が新燃料貯蔵室に搬入された。この搬入は、「常
陽」遠隔監視システムを設置してからの新燃料の
搬入であり、システムの各種の機能を試験する絶
好の機会となった。「常陽」遠隔監視システムは、
搬入作業中に、何ら問題なく順調に稼動し、多量
のデータを取得した。図 5 は、その際に取得した
データの一部である。炉心燃料集合体を新燃料輸
送コンテナから貯蔵ピットに移送する際に、新燃
料貯蔵室内の側壁に設置した中性子センサが検知
した中性子カウント数を示しており、3 体の炉心
燃料集合体が中性子センサの近傍を通過したこと
を明確に表している。

５．透明性向上の観点からの考察
遠隔監視技術は、新しい保障措置の効率化策の

一つとしてIAEAが中心となって精力的に技術開
発を進めており、国内では、軽水炉での遠隔監視
技術の導入をめざして原電東海 2 号機及び関電美
浜 1 号機で技術開発を進めている。また、サイク
ル機構は、東海事業所のプルトニウム燃料製造施

図４　｢常陽」新燃料貯蔵室遠隔監視用センサ類配置図

写真４　データ配信用コンピュータ

図５　新燃料貯蔵室における中性子測定結果
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設において、非破壊測定に係る遠隔監視技術の開
発をDOEと共同で行っている。これらの技術開
発は、保障措置技術という観点から行っているも
のである。
「常陽」遠隔監視システムは、原子力平和利用
の透明性を向上させる技術的手段としての有用性
に着目して技術開発を進めており、本システムが、
そのまま保障措置の技術として使用できるもので
はない。しかしながら、「常陽」遠隔監視システ
ムの一つ一つの技術や設計概念は、将来的には保
障措置の効率化に寄与するものである。例えば新
燃料貯蔵室に設置したビデオカメラ（NTビジョ
ン：米国エネルギー省ロスアラモス研究所製）や
インタネットを利用した遠隔地からのデータ評価
手法は、保障措置の効率化に寄与し得る技術であ
る。
第Ⅰ、第Ⅱ期の「常陽」遠隔監視システムの開

発は、システム本体の機器類の開発・設置及びデ
ータの取得が中心となっている。今後は、遠隔監
視によって得られるデータを原子力平和利用の透
明性向上にどのように利用していくかを検討する
段階となる。サイクル機構とDOEは、平成12年
度以降、遠隔監視データの処理・解析方法を主体
とした共同研究を続けていくことを基本的に合意
しており、現在、研究内容の詳細を両者で検討中
である。
今後、遠隔監視技術を活用して原子力平和利用

の透明性を向上させていくために検討しなければ
ならない技術的課題は次のとおりである。
第 1 に、第Ⅱ期の「常陽」遠隔監視システムは、

個々のセンサが収集するデータを、それぞれのセ
ンサごとに画面表示して、施設の詳細を理解した
専門家が収集データの評価を行うことを基本とし
ている。したがって、システム自体には、収集デ
ータの関連性や測定結果のパターンから総合的な
データ評価を行う機能はない。
遠隔監視対象施設内で定型の作業を行った場合

に、各センサは、決められたパターンの反応を示
すことが認められている（図 5 ）。このことから、
遠隔監視システムによって収集したデータから、
施設内で行っている作業内容を、ある程度、推測
することが可能となると考えられる。したがって、
この推測が可能となれば、様々な作業の中から、
定型作業を自動的に拾い出すことが可能となり、
データ評価の容易化・省力化を図ることが可能と
なる。また、個々のセンサが収集するデータを総
合的に評価することにより個々のセンサの動作異
常の検出も一部可能となる。なお、データの自動

評価を行う際には、データ解析アルゴリズム自体
の透明性も大切であり、わかりやすく複雑でない
アルゴリズムの作成が重要である。
第 2 に、各種センサからのデータや画像情報を

データ評価用のコンピュータに画面表示する際
に、それぞれのデータの関連性が容易に理解でき
る表示方法や技術的補足説明の必要性について検
討を行うことである。

６．おわりに
「常陽」遠隔監視システムは、平成11年6月に主
要な機器類の設置を終了し、稼動を始めている。
現在、システムは、順調に稼動し、データの収集
を続けている。
第Ⅱ期のシステム開発で予定されている封印セ

ンサの機能試験及びインタネットを使ったデータ
へのアクセス試験は、未実施であるが、いずれも
平成11年度末までには試験を終える予定である。
平成12年度からは、第 5 章で述べた遠隔監視デー
タの処理・解析方法に関する課題の検討を進めて
いく予定である。
6 月に実施した新燃料貯蔵室での適用試験で

は、炉心燃料集合体の新燃料貯蔵室への搬入及び
室内作業の監視を行ったが、遠隔監視データから、
作業に要した実時間、搬入した燃料集合体の数、
室内での作業を推測することができ、またビデオ
カメラ映像でも作業内容の確認が可能であった。
今後、遠隔監視のデータを蓄積するとともに、

データの処理・解析方法の検討を進め、遠隔監視
技術が、原子力平和利用の透明性を向上させる有
効な技術的手段であることを確認していくことが
重要となる。
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